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被控訴人らは，控訴人らの治水に関する主張に対し，必要と思われる範囲で反論す
る。

まず，第１において，主に日本学術会議から国士交通省への回答に関する主張を述べた

控訴人ら準備書面（８），同（９）及び同（１０）の第３以降に対する反論を行う。

次に，控訴人らは，控訴人ら準備書面（１０）の第１及び第２において，控訴理由書第

４部（治水関係）並びに控訴人ら準備書面（１），同（２），同（３），同（５）及び同

（６）おける治水に関する主張を整理していることから，第２において，これに対する反
論を行う。

最後に，第３において，控訴人ら準備書面（１１）及び同（１２）に対する反論を行う。
なお，略語は，従前の例による。

、

第１控訴人ら準備書面（８），同（９）及び同（１０）第３以降に対する反論

１学術会議の計算技法は未確認の手法との主張について（控訴人ら準備書面

（９）１７～２２頁，同（１０）５４～５７頁）

（１）控訴人らは，平成２３年９月２８日に開催された日本学術会議河川流出モ

デル・基本高水評価検討等分科会の公開説明会（以下「公開説明会」とい

う。）の「公開説明（質疑）」資料（乙３１２号証（甲Ｂ１６２号証））に

「既存のデータを用いて構築した流出モデルやパラメーターの値が，異なる

規模の洪水，特にこれまで経験したことのないような大洪水を信頼性を合わ

せて予測することは極めて重要な課題ですが，世界的にも未解決の問題で

す。」（乙３１２号証（甲Ｂ１６２号証）１８頁）と記載されていることな

どから，日本学術会議が採用した流出計算手法は学術的に使用可能か否かさ

え未確認の技法であり，計算手法そのものに重大な欠陥がある旨主張してい
る。

被控訴人ら準備書面（２）第２の３(2)力（３８．３９頁）に述べたとお

り，日本学術会議は，「河川流出モデル・基本高水の検証に関する学術的な

、
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評価」の「回答」において，「現行モデルに含まれる問題点を整理し，水収

支に着目した有効降雨モデルに基づく貯留関数の新モデルの開発方法を推奨

した。次に新モデル，現行モデルの双方について，分科会自身でプログラ

ムを確認し，動作をチェックし，基礎方程式，数値計算手法について誤りが

ないことを確認した。さらに感度分析やシミュレーション結果の整理によ

り，新モデルの物理的意味合いを検討した。その上で，観測データのない場

合や，計画策定へ適用する場合に必要となるモデルの頑健性をチェックし，

さらにそのような場合に適用したときの不確定性を評価した。これらの評価

は，両モデルのみならず，分科会独自のモデルをも使って実施した。その結

果，国士交通省の新モデルによって計算された八斗島基準地点における昭和

２２年の既往最大洪水流量の推定値は，２１，１００，３／Ｓの－０．２％

～＋４．５％の範囲，２００年超過確率洪水流量は２２，２００，３／ｓが

妥当であると判断する。」と結論付けている（乙２９２号証の１の１７頁，

乙２９２号証の２の２０頁）。

また，公開説明会における議事録によると，立川委員（京都大学大学院准

教授）は，「既存のデータを用いて構築した流出モデルやパラメータの値が，

異なる規模の洪水，特にこれまで経験していないような洪水の信頼性をあわ

せて予測するということは，これは極めて重要な課題です。しかし，冒頭に

委員長からもございましたようにデータはありません。これは非常に大事

な課題ですが，国際的にも未解決の問題です。

１つの方法として，洪水流出現象をできるだけ物理的な原理のもとに構築

した流出モデルによる計算結果を参考とするということが考えられます。そ

のために今回は，東京大学，京都大学の分布型流出モデルを用いて計算しま

した。それから，こうした物理分布型モデルや他の構造の流出モデル，複数

のモデルによる推定結果，こういうことを合わせて考えることが，経験して

いないような現象を考える上で非常に重要であると考えます。したがいまし

、
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て，今回はこのような理論的な考察も踏まえて，複数のモデルで分析した結

果，このような結論を得たということです。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３

号証）１６頁）と説明し，「そのパラメータの値がピーク流量２万トンクラ

スに用いられるのかということを再度ご質問いただいたわけですが，これに

ついては，基本的にはそのモデルで外挿することになります。そのため，１

つのモデルを用いるのではなく，物理的な背景を持つモデルとして，東大の

分布型モデル，それから，当方の京大の分布型モデルを用いました。あわせ

て，ほかの構造を有するモデルとして，神戸大学のモデルでも同じく計算を

しております。そうしますと，やはりこの結論のような値になってまいりま

す。複数のモデルでこのような結果が得られるということに対して，この結

果を否定する材料がありません。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）２

９．３０頁）とも述べている。

日本学術会議は，新モデル（日本学術会議が推奨し，国土交通省が新たに

構築した流出モデル）によって計算された八斗島基準地点における昭和２２

年の洪水流量の推定値について，東大の分布型モデルや京大の分布型モデル

など複数のモデルでの計算結果から確認できるなど，この結果を否定する材

料がないことから，国土交通省の新モデルによって計算された２万１１００

，３／秒の－０．２％～＋４．５％の範囲が妥当であると判断したのである。

したがって，新モデルによる計算手法は，わが国の人文・社会科学，生命

科学，理学・工学の全分野約８４万人の科学者を内外に対し代表する機関で

ある日本学術会議が妥当であると結論付けたものであり，この手法により算

出した昭和２２年９月洪水の利根川水系八斗島基準地点のピーク流量は適正

なものである。

控訴人らの主張は失当である。

(2)控訴人らは，公開説明会において立川委員が「この資料は国土交通省で，

中規模洪水でｋ，ｐ（※１）を推定して，それを用いて大洪水を設定したと

ｑＰ

、
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き，どのようなピーク流量になるかということを試算された結果です。この

結果を見ますと，中規模洪水で計算したときのｋ，ｐを使うと，少し洪水流

量を過大に評価するという傾向が見えます。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３

号証）１６頁）と述べていることなどから，中規模洪水のデータで大規模洪

水の流出計算を行うと値は大きめに出るので，国土交通省の計算でも過大な

流量となっている旨主張している。
､

※１Ｋ，Ｐとは，貯留関数法における流域に降った雨が川に出てくるまでの現象

を再現するための計算式（貯留関数法は，流域に降った雨（Ｓ）と河川に流出

する量（Ｑ）との関係を表したものであり，一般にｓ＝ＫＱＰとして表現され

る。）の定数のことで，流域定数という。なお，新モデルのＫ，Ｐの設定に当

たっては，近年３０年間（昭和５３年～平成１９年）のデータの中から，八斗

島基準地点の流量が比較的大きい洪水（八斗島基準地点の年最大流量の平均値

に相当する３５００，３／秒を上回る１５洪水（以下「流域定数解析洪水」と

いう。））を用い（乙２９３号証３頁），Ｋ，Ｐの解析が可能なデータが存在

し，河道の影響を受けにくい地点でＫ，Ｐの解析を行い（乙２９３号証６頁），

被控訴人ら準備書面（２）第２の２（２）（３１．３２頁）に述べた３９の小流

域ごとにＫ，Ｐの値を設定している（乙３１４号証７頁）。Ｋ，Ｐは大文字で

表記する（ただし，公開説明会の議事録は，引用のとおりｋ，Ｐと小文字表記
のままとしている。）。

公開説明会における議事録によると，立川委員は，「中規模洪水で計算し

たときのｋ，ｐを使うと，少し洪水流量を過大に評価するという傾向が見え

ます。」と述べた後，「これについての考察ですが，まず物理的な考察から

しますと，洪水規模が大きくなるにつれて地表面流が発生するような大洪水

の場合は，理論的にはｐの値は大体０．６のあたりに収束していきます。複

数洪水で得られたパラメータをよく見て，このような物理的な考察を踏まえ

た上で，最大洪水に適合するパラメータを見たときに奥利根，烏川，神流

川流域では概ねそのような値になっていますので，こういう考え方は妥当で

、

６



あると考えております。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）１６頁）と説

明している。

表１のとおり，奥利根，烏川，神流川流域（地質により吾妻川流域は除か

れる。）のように最大流量の洪水（上記※１に述べた流域定数解析洪水のう

ちＫ，Ｐ等解析地点（Ｋ，Ｐ等の流域定数の解析が可能な表１の矢木沢ダム

などの１１地点）において最大流量となる洪水）により設定されたＰ（表１

の定数Ｐ（最大洪水））は，中規模程度の洪水（流域定数解析洪水のうちＫ，

Ｐ等解析地点において最大流量の半分程度の流量となる洪水）により設定さ

れたＰ（表１の定数Ｐ（今回試算））より０．６に近づている。

､

表１最大流量の洪水及び中規模程度の洪水（今回試算）で定めたＫ，Ｐ一覧表

（出典：日本学術会議第９回分科会資料補足資料（乙３１５号証５頁））

６ｈF

４日《し

４［

ｂｄ

４１P

(注）表中の最大洪水が最大流量の洪水，今回試算が中規模洪水の洪水

７

K等解析地点
定数Ｋ

(最大洪水）

定数Ｐ

(最大洪水）

定数Ｋ

(今回試算）

定数Ｐ

(今回試算〉

矢木沢ダム 7.587 0.528 ２５７８ ０．５１２

崇 良臭ダム 6.252 0,656 6.252 0.656

相俣ダム 1０．５９１ 0.655 1３３５９ ０．４３９

繭 京ダム 1３．４８７ 0.530 1５６１４ 0.407

輿利根エz均値 9.480 0．５９２ ９．４５１ ０．５０４

四万｝Ｉ ﾀﾞム ４１．１５７ ０．２９６ 1２．８００ ０．７７７

岩島(吾妻｣Ｉ ） 29.321 0.305 16.760 0.505

吾襄平均値 3５．２３９ ０．３００ 1４．７８０ ０．６４１

上里見(烏 2９．５１９ ０４２８ 29.519 0.428

安中(碓氷'11） １０．７６５ 0６８０ 4３９０５ ０２１１

霧積ダム 1６．６８６ 0.601 3７．２６５ ０４３２

道平ｊｌ ダム 1７．５２５ 0.580 13.762 0２２９

烏平均 壇 1８．６２３ ０．５７２ ３１．１１３ ０．３２５
万場(神流jｌ

、
ノ

29.976 0．４７６ 32.767 0.427

神流エ Z均値 2９．９７６ ０．４７６ 3２．７６７ 0．４２７



また，日本学術会議は，「河川流出モデル・基本高水の検証に関する学術

的な評価」における「新モデルを用いた洪水再現計算におけるｋ，Ｐの感度

分析」の「まとめ」において，「昭和５３年から平成１９年の１５洪水を用

いて得たパラメータ値を，その同定に用いなかった昭和３３年洪水，昭和３

４年洪水に適用した場合の再現結果はよく，対象洪水期間の中で最大流量と

なる場合のｋ，ｐを設定するという国土交通省の考え方は妥当なものと考え

られる。」（乙２９２号証の２の１３３頁）と述べている。

国土交通省が日本学術会議の第８回河川流出モデル・基本高水評価検討等

分科会（以下同分科会を「分科会」という。）に提出した資料１１の別添資

料１１－１（乙３１４号証７頁）のとおり，上記の中規模程度の洪水により

設定されたＫ，Ｐではなく，日本学術会議が妥当とした最大流量の洪水によ

り設定されたＫ，Ｐを用いて，昭和２２年９月洪水のピーク流量を２万１１

００，３／秒と算出し，さらに，上記第１の１（１）（３～５頁）に述べたとお

り，日本学術会議において東大の分布型モデルや京大の分布型モデルなど複

数のモデルでの計算結果などからも２万１１００，３／秒は妥当と確認され

ていることから，昭和２２年９月洪水のピーク流量２万１１００，３／秒は

過大な流量などとはいえないのである。

控訴人らの主張は失当である。

飽和雨量の変化による「保水力＝流域貯留量」（森林の保水力）の上昇の主２

張について（控訴人ら準備書面（９）２２～２８頁，同（１０）２８頁）

(1)控訴人らは，昭和３３年洪水から平成１０年洪水までの約４０年間に，飽

和雨量（降った雨が地面に浸透せずに全て流れ出す時点の降り始めからの雨

量の合計値（累加雨量）。以下「Rsa」という。なお，飽和雨量に達してい

ない場合であっても，降った雨が全て地面に浸透するわけではなく，一定の

割合（この割合を一次流出率（以下「ｆｌ」という。）という。これに対し，

1
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控訴人らが呼んでいる最終流出率とは，一定期間降雨が継続した最終状態の

流出率のようであると推測される。）は流れ出す。）の値は３２ｍｍから１

２５ｍｍまで上昇し，現在では２００ｍｍにもなっていることから，飽和雨

量（Rsa）の上昇は，ピーク流量の低減に直結する流域の貯留能力を大きく

上昇させる重大な要因である旨主張している。

公開説明会における議事録によると，立川委員は，「新モデルはRsaが現

行モデルよりも大きいのに，どうして同じようなピーク流量が計算されるの

か」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）１１頁）という質問に対し，「回答

河川流出モデル・基本高水の検証に関する学術的な評価一公開説明（質

疑）－」のグラフ（乙３１２号証７頁）を用い，「この図は昭和３３年洪水

に対する観測流量を青線で示しています。横軸に時間をとっておりまして，

縦軸に流量をとっています。現行モデルで計算した結果は，このように赤の

線になっています。それから，新モデルで計算した結果は緑の線となってい

ます。ピーク流量を見ますと，現行モデル，新モデルとも，おおむね観測流

量をよく説明しているということがわかります。ただ，この図を見ていただ

きますと，この赤線の現行モデルの計算結果は，観測流量と新モデルによる

計算流量を覆うような形になっていまして，現行モデルによる計算流量は非

常にボリュームが大きいということが見てとれると思います。

回答でございますが，現行モデルはピーク流量を再現はしているのですが，

観測流量，新モデルによる計算結果よりも総流量が大きいということがわか

ります。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）１１．１２頁）と述べている。

つまり，現行モデルの飽和雨量（全流域４８ｍｍ）より新モデルの飽和雨

量（被控訴人ら準備書面（２）第２の２(2)の表６（３２頁）のとおり，中

流域ごとに１３０ｍｍ，１５０ｍｍ，２００ｍｍ，－（飽和しない））が大

きいことから，控訴人らが述べる「保水カー流域貯留量」というものは現行

モデルより新モデルが大きくなって，流出する総流量は現行モデルより新モ

９



デルの方が小さくなると解釈できるが，ピーク流量は，降雨量が飽和雨量を

大きく上回る場合の洪水においては，現行モデルと新モデルでほとんど変わ

らないということである。

控訴人らの主張は失当である。

(2)控訴人らは，飽和雨量は降雨を森林土壌に貯留する能力を示す値であるた

め，これが増えれば森林の保水力（流域貯留量）が増大し，控訴人らが計算

した森林の保水力が，現在では昭和５５年の工事実施基本計画時より約５倍

に増大しているから，河道への流出が抑えられ，ピーク流量が低減する旨主

張している。

貯留関数法における飽和雨量は，公開説明会において，小池委員長が「貯

留関数法で使われている「飽和雨量」が大きくなるか小さくなるかというの

は，洪水というイベントがある前に，どれだけ流域が乾燥していたか，ある

いはずっと長雨が続いて湿っていたかということに依存します。」（乙３１

３号証（甲Ｂ１６３号証）１３頁）と述べているとおり，流域が乾燥状態で

降雨があれば地中への浸透量が増加するなどして飽和雨量が大きくなり，一

方，湿潤状態で降雨があれば地中への浸透量が減少するなどして飽和雨量が

小さくなるといった流域の乾湿状況により変化する数値であり，洪水ごとに

違った数値になるものである。

なお，観測史上最大流量である昭和２２年９月のカスリーン台風洪水にお

いては，飽和雨量を求めるために必要な雨量・流量観測データがないことか

ら，現行モデルの飽和雨量においては，被控訴人ら準備書面（２）第２の２

（１）（３１頁）に述べたとおり，昭和３３年９月洪水及び昭和３４年８月洪

水の再現計算で用いた値の平均値と推定される数値を飽和雨量と設定し，新

モデルの飽和雨量においては，被控訴人ら準備書面（２）第２の２（２）（３

１．３２頁）に述べたとおり，近年３０年間（昭和５３年～平成１９年）の

データの中から，八斗島基準地点の流量が比較的大きい洪水（八斗島基準地

●

、
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点の年最大流量の平均値に相当する３５００，３／秒を上回る１５洪水）を

用い，浸透力の高い第四紀火山岩地帯の分布等を考慮して，奥利根流域，吾

妻川流域，烏川流域及び神流川流域の４つの中流域ごとに平均的な飽和雨量

を設定している。飽和雨量の設定は適正なのである。

また，降雨のある流域の土地利用は，利根川水系の八斗島基準地点より上

流域も当然そうであるように，一般的に森林だけでなく，農地，市街地，道

路など多岐にわたっている。そのため，貯留関数法における飽和雨量は降雨

を森林土壌に貯留する能力を示す値だけであるかのような控訴人らの主張は，
誤ったものである。

なお，被控訴人ら準備書面（２）第２の３(2)エ（３７頁）に述べたこと

から明らかなとおり，森林の保水力については，昭和２２年のカスリーン台

風以降の今日までの経年変化おいて，大洪水時のピーク流量を大きく低減さ

せるほどの変化が現れていない。

●

関准教授によるカスリーン台風洪水の再現計算結果について（控訴人ら準備書３

面（８）６．７頁及び２９～４３頁，同（９）２８～４１頁，同（１０）６１～６９

頁）

(1)控訴人らは，関良基拓殖大学准教授（以下「関」という。）に，新モデル

をベースにして，谷委員（京都大学大学院教授）と窪田委員（大学共同利用

機関法人人間文化研究機構総合地球環境学研究所准教授）が提唱した奥利根

流域と烏川流域の控訴人らが呼ぶ最終流出率を「０．７」とする流出モデル

に基づくカスリーン台風洪水の再現計算を依頼した結果，八斗島基準地点の

ピーク流量が１万６６００，３／秒となった旨主張している。

谷委員と窪田委員は，日本学術会議第９回分科会の資料２において，「出

水例の多い総降雨量が２００ｍｍ程度以下では，観測降雨と有効降雨（※

２）の比が流出率０．７くらいで妥当であるが，２００ｍｍを飽和雨量と見

句
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て，それより総降雨量が大きい場合は，流出率１にするのが安全側でもあり

適切であると考えられる。なお，第４紀火山岩は有効雨量が小さく飽和雨量

に到達しないと見ることができ，中古生層は，総降雨量２００ｍｍ以下でも

５０ｍｍ程度の初期損失を差し引いた後は，流出率１で計算することが安全

であろう。」（乙３１６号証（甲Ｂ１５５号証）１３．１４頁）としている。

※２有効降雨とは，降雨のうち樹幹遮断や地中保留等により直接流出しない分を
除いた直接流出する分をいう。

公開説明会においても，谷委員は，「私の解説資料でも，降雨規模の大き

いほうは，物理的に申しますと１に近づくと考えています。その１に近づい

ていく降雨を飽和雨量といいますか，その値がそれぞれ地質で変わってくる

わけです。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）３９頁）と説明している。

関が実施した流出計算のパラメータ（甲Ｂ１４６号証１４頁）を見ると，

奥利根流域と烏川流域の一次流出率（ｆｌ）を新モデルと同じくそれぞれ

「０．４」と「０．６」としたままで，奥利根流域と烏川流域の控訴人らが

呼ぶ最終流出率を新モデルの「１．０」から「０．７」に変更している。

しかし，上記したとおり，谷委員と窪田委員は，「観測降雨と有効降雨の

比が流出率０．７くらいで妥当である」（乙３１６号証（甲Ｂ１５５号証）

１３頁）と述べているのは，流出率を一次流出率と控訴人らが呼ぶ最終流出

率とに分けずに観測降雨と有効降雨を全体で見た場合の値であって，奥利根

流域と烏川流域の控訴人らが呼ぶ最終流出率が「０．７」であるなどとは述

べておらず，奥利根流域と烏川流域の一次流出率が「０．４」，「０．６」

というのは控訴人らが呼ぶ最終流出率を「１．０」とした場合の値である。

関が実施したという流出計算は，窓意的に流出率を変更しているもので誤っ
たものである。



そのため，関が新モデルをベースにして，再現計算を行ったカスリーン台

風洪水における八斗島基準地点の基本高水のピーク流量が１万６６００，３

／秒であるという結果は，誤りである。

(2)控訴人らは，公開説明会での原告弁護団からの質問に対する立川委員の

「回答といたしましては，有効降雨のパラメーターの設定にはかなり幅があ

るということです。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）１２頁）との回答

をもとに，Ｋ，Ｐといったパラメータを決め直さずに控訴人らが呼ぶ最終流

出率を「１．０」から「０．７」に変更した関の流出計算モデルを日本学術

会議は容認していると一方的に解釈し，当該モデルは中規模洪水の再現計算

でも適合したとして，カスリーン台風洪水における八斗島基準地点のピーク

流量は１万６６００，３／秒台にとどまる旨主張している。

公開説明会の議事録によると，「質問者５（関の意見に賛同する参加者と

推定される。）」からの「谷・窪田先生の論考にヒントを得まして，新モデ

ルに基づきまして，神流川以外で最終流出率を０．７として計算をいたしま

した。そうしましたら，１万６，０００トン台になったんですが，私は素人

ですけれども，分科会の議論の中では，谷先生や窪田先生のご指摘のように，

飽和雨量を設けないで最終流出率を０．７ぐらいにするのが実態に合ってい

るのではないかと思いますけれども，その計算をやりましたら１万６，００

０トン台になったんですが，いかがでしょうか。」（乙３１３号証（甲Ｂ１

６３号証）３４．３５頁）との質問に対し，小池委員長は，「有効降雨モデ

ルが違うモデルを今お使いになっていますので，それでパラメータを決め直

さないと合わないと思われます。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）３９

頁）と述べ，谷委員は，「《質問者５》さんが言われるように，飽和雨量の

決め方が変わってきたとしますと，それはそれで，ｋやＰの値も同じ値を使

うのではなく，飽和雨量の変化に対応して観測のある出水であらためて決め

るようにしなければ，大規模出水の予測ができないということと思いま

、
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す。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）４０頁）などと述べている。

つまり，控訴人らが呼ぶ最終流出率を「１．０」から「０．７」に変更す

るのであれば，それに応じた飽和雨量に設定し直すとともに，観測データの

ある洪水からＫ，Ｐといったパラメータも決め直さなければならないにもか

かわらず，関の流出計算モデルは，新モデルの控訴人らが呼ぶ最終流出率を

「１．０」から「０．７」に変更しただけで，飽和雨量さえ決め直さず，さ

らにＫ，Ｐといったパラメータまでも表１で示した定数Ｋ（最大洪水），定

数Ｐ（最大洪水）の数値としたままで決め直しておらず，誤りであるという

ことを指摘している。

(3)被控訴人らが平成２４年１０月１８日付けで提出した上申書の２に述べた

とおり，関に対する証人尋問が東京都訴訟における第２回口頭弁論期日に行

われ，被控訴人ら（東京都）代理人からの「「係数」の「Ｋ」「Ｐ」という

のが幾ら見てもさっぱり分からないんですが，これは何を意味しているんで

しょうか。」との質問に対し，関は「これも私も分かりません。これは大き

な問題でして，貯留関数法の根底に関わる問題なんですけれども，このＫと

Ｐというパラメータが果たして正しいかどうか・・・。」と回答している

（乙３１７号証３０頁）。このように関は，Ｋ，Ｐといったパラメータが正

しいかどうかも分かっておらず，モデルの意味も理解しているとはいえず，

単なる数字遊びをしただけといわざるを得ない。

なお，関は，日本学術会議第４回分科会の参考人ヒアリングで自ら「私は

森林政策学（林政学）が専門で，流出解析の専門家ではありません」（乙３

１８号証２頁）と述べているとおり，流出計算モデルの専門家ではないこと

を自ら認めている。

以上のことから，関の流出計算モデルは科学的な根拠がない誤ったもので

あり，この誤ったモデルから計算されたカスリーン台風洪水における八斗島

基準地点の基本高水のピーク流量を１万６６００，３／秒とする控訴人らの

､
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主張も当然誤りである。

(4)なお，公開説明会において，田中九委員（神戸大学大学院教授）は，基本

高水の定義を「まず基本高水の定義です。『河川工学』という室田先生らの

教科書から抜粋したものですが，河川の基準点を通過する洪水で，まったく

貯留施設による調整を受けず，自然状態のまま流下する（あるいは，流下す

るものとする）洪水を基本高水といい，これを治水計画の基本とする。

一方，計画高水というのがありますが，これは貯留調整された後，現実に

その地点を通過する洪水を計画高水といい，河道設計はこの計画高水流量に

よって行う。これは人間がつくった－つの約束事ということになります。

分科会は，基本高水の定義に沿って，昭和２２年洪水の推定流量を「全く

貯留施設による調節を受けず，自然のまま流下するものとする洪水」，これ

は氾濫による貯留も含みます」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）１９頁）

と述べている。この基本高水のピーク流量の定義は，カスリーン台風と同規

模程度の降雨があった場合において，八斗島基準地点より上流にダム等の洪

水調節施設が存在しないという条件で，八斗島基準地点を通過すると推計さ

れる計算上の流量という定義と異なるものではない。

控訴人らの主張するカスリーン台風洪水における八斗島基準地点の基本高

水のピーク流量１万６６００，３／秒という計算値は，八斗島より上流域の

利根川本川及び流入する各支川で氾濫があったことを踏まえた上での八斗島

基準地点の利根川河道内を通過していった実績最大流量（推定値）である１

万７０００，３／秒と同程度の流量であり，八斗島基準地点より上流での氾

濫による流量が含まれておらず，氾濫による貯留も含むという基本高水の定

義を踏まえたピーク流量としては過小なもので，誤りである。

控訴人らの主張は失当である。

か
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４日本学術会議の「河道域の拡大と河道貯留」と大熊意見書等について（控訴

人ら準備書面（８）８～２２頁及び４３～５３頁，同（９）７～１７頁，同（１０）

７～９頁及び３２～５４頁，控訴理由書６０～６８頁）

（１）控訴人らは，国土交通省の新モデルによって計算されたカスリーン台風時

における八斗島基準地点の基本高水のピーク流量２万１１００，３／秒と，

八斗島基準地点の利根川河道内を通過していった実績流量の最大流量と推定

される１万７０００，３／秒の差約４０００，３／秒は，元東京都職員嶋津暉

之が作成したハイドログラフ（控訴人ら準備書面（８）１０頁の図）などに

よると，八斗島基準地点上流における総氾濫量で７０００万～９０００万

ｍ３となるが，このような大氾濫はあり得ないから，流量にして４０００

，３／秒の氾濫はあり得ず，２万１１００，３／秒は過大である旨主張して

いる。

しかし，控訴人らは，国土交通省の新モデルによるピーク流量２万１１０

０，３／秒のハイドログラフではなく，ピーク流量が２万２１７０，３／秒と

なる出所不明のハイドログラフを用いていること（控訴人ら準備書面（８）

１０頁の図），氾濫量の計算過程も不明であることなどから，その氾濫量の

計算結果が妥当なものではなく，また，本準備書面第１の４（３）（１８～２

１頁）に後述するように，八斗島上流域にも未曾有の大氾濫があったとの報

告がなされていることから，控訴人らの主張は失当である。

（２）控訴人らは，日本学術会議の「河道域の拡大と河道貯留」も烏川下流部右

岸の－事例で約６００，３／秒減ずるにとどまっており，カスリーン台風時

における八斗島地点のピーク流量が４０００～５０００，３／秒（国土交通

省の新モデルによって計算されたカスリーン台風における八斗島基準地点の

ピーク流量２万１１００，３／秒と，八斗島基準地点の利根川河道内を通過

していった実績流量の最大流量と推定される１万７０００，３／秒の差約４

０００，３／秒のこと）も減る合理的な事実を示すことができないことから，

ウ
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カスリーン台風における八斗島基準地点の基本高水のピーク流量２万ｌ１ｏ

Ｏｍ３／秒は，利根川の基本高水のピーク流量として相応しい確実性が認め

られない旨主張している。

公開説明会における議事録によると，小池委員長が「河道域の拡大と河道

貯留の効果を見てみました。これは，雨量から計算して推定される洪水流量

が２万１，０００，３／ｓとか２万２，０００，３／ｓとなるのに対して，当時

流れたであろう洪水流量が1万７，０００，３／ｓであるのか，このギャップ

を考えるためでございます。一部の河道で河道域の拡大と河道貯留の検討を

いたしましたところ，そこのピーク流量が低下するのに加えて，時間遅れも

生じ，その結果，ほかの川と合流した後の八斗島のピーク流量も低減しまし

た.」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）７．８頁）との説明などに対し，

「質問者５」は，「分科会では河道貯留で説明できる可能性があるという程

度の説明に終わっていると思いますが，この理解でよろしいでしょうか。そ

うすると，計算流量の２万１１０００トンという数字は，事実面からは全く

裏づけがなされていないという理解となりますが，それでよろしいでしょう

か。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）３４頁）と質問し，小池委員長は

「新しいモデルでも，それから，私どもが持っております東京大学とか京都

大学のモデルでも同じような値が出た。物理的に算定した結果も同じような

値が出たということから，そういう論理をもって，この２万，，０．０とい

うものが正しいということを結論づけたということでございます。ですから，

それが全く意味づけられていないわけではなくて，そういうものに対してギ

ャップを引き起こすようなものはどんなメカニズムがあるかを検討し，その

メカニズムの存在を確認したということが，私どもがやったことでございま

す。」（乙３１３号証（甲Ｂ１６３号証）３６頁）と回答している。

つまり，日本学術会議は，カスリーン台風における八斗島上流域の氾濫量

について，正確なデータがないため議論は不可能と判断し，「河道域の拡大
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と河道貯留」によって，実測の洪水のピーク流量が計算のそれより低下する

というメカニズムがあることを解明した上で，上記１（１）（３～５頁）にも

述べたとおり，日本学術会議の委員が所有する東大の分布型モデルや京大の

分布型モデルなど複数のモデルで計算しても同じような値が算出されたこと

から，国士交通省の新モデルによって計算された八斗島基準地点におけるカ

スリーン台風のピーク流量の推定値２万１１００，３／秒は正しいと結論付

けたものである。

以上のことから，カスリーン台風における八斗島基準地点のピーク流量２

万１１００，３／秒は，利根川の基本高水のピーク流量の妥当性を検討する

ための観測史上最大流量として相応しいものであり，控訴人らの主張は失当

である。

(3)控訴人らは，大熊孝新潟大学名誉教授（以下「大熊」という。）の意見書

（甲Ｂ１６１号証）をもとに，国土交通省が日本学術会議の第９回分科会に

おいて補足資料４として提出した「昭和２２年９月洪水の氾濫量の推定につ

いて」（甲Ｂ１５８号証）と題する報告書は，国土交通省が考えがたい杜撰

な作業を行い洪水が山へ登るかのような報告を行っているもので，国土交通

省が展開するような大氾濫は考えがたく，昭和２２年９月の洪水の八斗島上

流域の氾濫は，利根川と烏川の合流点付近及びその周辺地域での氾濫にすぎ

ず（控訴人らはこれらの氾濫量の合計を１２１９万ｍ3と計算している。），

カスリーン台風時における八斗島基準地点のピーク流量２万，，ＯＯｍ３／

秒は，昭和２２年当時これを１万７０００，３／秒に低下させるほどの上流

での氾濫はなかったから，過大に推算されている旨主張している。

原審における被控訴人ら準備書面（１９）第１の１（４）（４頁）に述べた

とおり，大熊は，水戸地裁における証人尋問において，利根川本川の破堤に

よる氾濫（外水氾濫）の他に士石流による被害や内水氾濫が多くあったと証

言している（大熊証人調書１５．１６頁）。
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平成２２年１月に公表された内閣府の中央防災会議「災害教訓の継承に関

する専門調査会」の「１９４７カスリーン台風報告書」には，カスリーン台

風での土石流の状況が記載されており，例えば，利根川支川赤城川において

は，「瞬間，山崩れかと思ってみると，奥の方の山は至る所山崩れ，それが

谷間一面大沼となり，盛り上がって荒れ狂う濁流の上を大石，大木が地響き

を立てて押してくる。その地響きに続いて前の山，裏の山と次々に崩れて奔

流と激突して数十間も跳ね上がり村一面に襲いかかった。」（乙３１９号証

１１頁）と述べられ，同じく利根川水系沼尾川においては，「沼尾川は増水

をしてきたため，辻久保部落付近では，堤防が危険と感じ，警防団の出動を

行い待機していた。正午ごろには，やや減水したため，警防団は一時解散し

て引き上げたが，降雨はこのころより一層激しくなり，午後３時ごろ山鳴り

と同時に前入沢が抜け，約２０分後に本流が抜け，土砂，軽石，立木が濁流

とともに大土石流となり，さらに３０分後に中入沢が抜け出し本流の濁流の

上を３丈（１０ｍ）ほども高い波状で流れ込んだ。」（乙３１９号証１２

頁）と述べられている。いずれの場合も「谷間一面大沼となり」とか「やや

減水した」との記載からわかるとおり，山崩れ，土砂崩れにより河道閉塞が

起こり，そこに流水が貯留され，最終的には土石流として流下したものと考

えられる。また，同上の「１９４７カスリーン台風報告書」には，カスリー

ン台風の浸水区域図が掲載されている（乙３１９号証９頁の図１－４）が，

これを見ると，八斗島上流域の利根川本川・支川沿いに相当な浸水があり，

大熊の証言のとおり，外水氾濫の他に内水氾濫が多かったことも想定される。

また，カスリーン台風直後の昭和２２年９月２５日現在までの水害状況を

記録した群馬県作成の「昭和２２年９月大水害の実相」には〆今次水害の概

要として，「今般県下を襲った豪雨は忽ちにして，各地に大洪水を起し，河

川の氾濫，堤防，道路，橋梁の流出決壊が随所に起り，殊に山間や丘陵地帯

では大規模なる崩壊を来して山津波となり，山林，田畑，部落，市街の別な
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く地上のあらゆるものに対して徹底的に自然の猛威を暹ましうして，その被

害は殆ど全県下に及んだのであるが，殊に赤城山の周辺勢多郡及び利根郡の

一部を始め，その下流に当る前橋，桐生，伊勢崎及び佐波，新田，山田，邑

楽の各郡市は未だ嘗て前例を見ない大水害を豪ったのであって実に千載の痛

恨事とする所である。今回の災害については，余りにもこれが甚大であるだ

けに未だ完全な調査のできない所もあり，今後更に被害が増加するものと想

像されるが現在迄の調査によると貴き人命を失われた者６２６名，行方不明

８６名，重傷４０４名，軽傷９５８名で家屋の流出，埋没，倒壊２３５１戸，

半壊２２１５戸，浸水は床上２万９７４５戸，床下３万９６１０戸に及んで

おり，この罹災者だけでも７万３９２１戸，約３７万人に達し県下全人口の

２４．２％に相当し，この外に山林，耕地その他の罹災者を加えれば更に多

数に上がる見込みである。道路，橋梁，河川，堤防等の被害は殆ど随所に起

り計上し得るものだけでも県工事３０９５件，内道路１４２６，橋梁３８５，

河川１１８３，砂防１０１で他に市町村工事２０３７を数え，合計５１３１

件の多きに上がっている。山林，田畑等の被害についても尚調査困難である

が，現在林野は流出及び新生崩壊地４０００町歩（約４０km2）桑園を含む

田畑の流出，埋没１万０３１８町歩（約１０２ｈ,2），同冠水３万町歩（約

２９８km2）で被害は県下総反別の４０％に及び内稲は全作付面積の５３％，

陸稲は５０％，甘藷４６％に亘って冠水乃至流出，埋没の被害を受けたので，

その減収高も少なからぬものがある。尚用排水その他，農業土木工事の被害

が随所にあり，現在までの調査では道路３１万５００３間（５７４km），水

路１７万８３２６間（３２４km），護岸１６万９０５８間（３０７km），橋

梁２７５８，井堰１８６０，溜池１６３に上がる」と記録されている（乙３
２０号証１頁）。

さらに，「報道写真集カスリーン台風」（乙３２１号証３２～３５頁）や

「カスリーン台風から５０年忘れられぬあの日」（乙３２２号証８．９．
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１２．１３．１８～２０．２２～２５．３３～３８頁川上記の「昭和２２

年９月大水害の実相」（乙３２０号証写真２～写真４．写真６．写真７）の

写真等でも，昭和２２年のカスリーン台風によって八斗島上流域の利根川本

支川で大氾濫があったことが記録されている。

以上のことから，八斗島上流域の氾濫量については，正確なデータは残っ

ていないが，八斗島上流域の利根川本支川で大氾濫があったことは明らかで

あって，氾濫は利根川と烏川の合流点付近及びその周辺地域だけでその氾濫

量は１２１９万ｍ3にすぎないという控訴人らの主張は一方的な推定にすぎ

ないものであり，国土交通省が計算したカスリーン台風時における八斗島基

準地点の基本高水のピーク流量２万１１００，３／秒は過大であるとの控訴

人らの主張は失当である。

第２

１

控訴人ら準備書面（１０）第１，第２などに対する反論

カスリーン台風時の実績流量１万７０００，３／秒が過大であるとの主張に

いて（控訴人ら準備書面（１０）５～７頁．２６百乃7Ｍ円～４日百檸証極中室ついて（控訴人ら準備書面（１０）５～７頁，２６頁及び４３～４６頁，控訴理由書

５５～５９頁）

控訴人らは，カスリーン台風時の八斗島基準地点における実績流量１万７０

００，３／秒は，昭和２４年策定の利根川改修改訂計画という治水計画上の目

標値であって，実績流量としては過大であり，安芸皎一東京大学教授の昭和２

５年の群馬県の「カスリン鼬風の研究」や富永正義元内務相技官の昭和４７年

の雑誌「河川」における記載などから，実績流量の推定値は１万５０００，３

／秒程度が妥当である旨主張している。

原審における被控訴人ら準備書面（２）の１８（１）（１８．１９頁），同

（９）第２の２（６）（９．１０頁）等に述べたとおり，カスリーン台風時の実

績流量は，八斗島基準点上流の３地点（上福島（利根川），岩鼻（烏川），若

泉（神流川））での既往洪水の資料や昭和２２年９月の洪水の流量観測結果等
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を基に算出されたものであるが，控訴人らのいう推定値１万５０００，３／秒

というのは，昭和２４年策定の「利根川改修改訂計画」の検討過程において，

推定されたいくつかの数値の１つである。この数値は，その後，河川断面積の

取り方，観測値の精査等の検討を行った結果，１万６８５０，３／秒とされ，

その結果を基に１万７０００，３／秒とされている（乙２１９号証の１の３～

７頁）。

控訴人らの主張は失当である。

２カスリーン台風の再来で２万２０００，３／秒の大洪水が来襲するとの広報

について（控訴人ら準備書面（１０）１５．１６頁及び２６頁，控訴理由書８４．８

５頁及び９０．９１頁，控訴人ら準備書面（２）６頁，同（３）９頁）

控訴人らは，関東地方整備局が利根川水系浸水想定区域図（乙１５７号証の

２参考文献⑭）の作成にあたって，カスリーン台風が再来した場合の八斗島基

準地点のピーク流量を１万６７５０，３／秒と算出しているにもかかわらず，

利根川ダム統合管理事務所（関東地方整備局の出先機関）のホームページでは，

「昭和２２年関東地方に大きな災害をもたらしたカスリーン台風と同じ降雨が

あった場合，洪水（想定される洪水）が発生した場合，利根川・八斗島地点

（河口より１８５ｋｍ）では２２，０００，３／Ｓが流れると予想されま

す。」と嘘の広報をしている旨主張している。

１万６７５０，３／秒は，被控訴人ら準備書面（２）第１の２（５）（１８．１

９頁）に述べたとおり，平成１７年時点の河道の整備状況とダム等の既設洪水

調節施設の状況等を前提にして，カスリーン台風と同規模の大雨が降った場合

に，上流部において氾濫が発生することを前提にして計算された八斗島基準地
点の利根川河道内を流下する流量である。

一方，２万２０００，３／秒は，上記第１の３（４）（１５頁）に述べたとおり，

「全く貯留施設による調節を受けず，自然のまま流下するものとする洪水。こ
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れには氾濫による貯留も含む」流量，すなわち，八斗島上流域の洪水調節施設

での調節（氾濫を含む。）がないとした条件でカスリーン台風と同規模の大雨

が降った場合の計算流量であって，これを計画上の流量として，当該流量を基

に河道と洪水調節施設との分担量を設定しているものである。

つまり，１万６７５０，３／秒は，八斗島上流域の既設洪水調節施設での調

節と氾濫があることを前提にした流量であるのに対し，２万２０００，３／秒

は八斗島上流域の洪水調節施設での調節（氾濫を含む。）がないことを前提に

した流量であり，控訴人らは，基本高水の定義や算出された流量の前提条件の

違いを理解しておらず，混同しているだけである。

３基本高水のピーク流量を１万７０００，３／秒から２万２０００，３／秒に増

加させた際の説明について（控訴人ら準備書面（１０）９～１５頁，１９～２２頁

及び２４～２８頁，同（１）７～１２頁，同（２）２０．２１頁及び５３．５４頁，

同（３）１３～１５頁）

控訴人らは，昭和５５年策定の「工事実施基本計画」において基本高水のピ

ーク流量を「利根川改修改訂計画」の１万７０００，３／秒から２万２０００

，３／秒に増加させた際の関東地方整備局の説明が，原審の審理中に「昭和２

２年のカスリーン台風以降，利根川上流域の各支川は災害復旧工事や改修工事

により河川の洪水流下能力が徐々に増大し，従来上流で氾濫していた洪水が河

道により多く流入しやすくなり，下流での氾濫の危険性が高まったこと，また，

都市化による流域の開発が上流の中小都市にまで及び，洪水流出量を増大させ

ることになったことなど，改修改訂計画から３０年が経過して利根川を取り巻

く情勢は一変したため，これに対応した治水対策とするべく，昭和５５年に利

根川水系工事実施基本計画を改定し，基本高水のピーク流量を変更した。」

（乙１５７号証の１（甲７８号証の１）の４頁）という説明から，「現況（昭

和５５年時点）の河道等の状況で，計画降雨を与えた場合に八斗島地点でのピ
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_ク流量が毎秒２万２０００，３になると説明をしているものではなく，カス

リーン台風以降，昭和５５年までの状況変化を踏まえたうえで，昭和５５年時

点での河川整備に対する社会的要請や今後想定される将来的な河川整備の状況

等も含めた検討を行い，将来的な計画値として基本高水のピーク流量を毎秒２

万２０００㎡と定めた。」（乙２２１号証の１（甲Ｂ９０号証）の１２頁）と

いう説明に変わったことなどから，関東地方整備局は，ピーク流量を増やす理

由をカスリーン台風の上流での氾濫からカスリーン台風以降の状況変化に説明

を変えるなど，その場その場で場当たり的な対応を行っている旨主張している。

「乙２２１号証の１」の「カスリーン台風以降，昭和５５年までの状況変

化」を具体的に説明したものが，「乙１５７号証の１」による説明の「昭和２

２年のカスリーン台風以降，利根川上流域の各支川は災害復旧工事や改修工事

により河川の洪水流下能力が徐々に増大し，従来上流で氾濫していた洪水が河

道により多く流入しやすくなり，下流での氾濫の危険性が高まったこと，また，

都市化による流域の開発が上流の中小都市にまで及び，洪水流出量を増大させ

ることになったことなど，改修改訂計画から３０年が経過して利根川を取り巻

く情勢は一変した」であることから，説明内容に変更はなく，関東地方整備局
は一貫した説明を行っている。

なお，昭和２４年に策定された「利根川改修改訂計画」の基本高水のピーク

流量１万７０００，３／秒は，貯留関数法が開発される前（貯留関数法は昭和

３０年代に開発された。）に推算された流量でありに１５７号証の１の６

頁），八斗島上流域での氾濫があることを前提としているが，昭和５５年に策

定された「工事実施基本計画」の基本高水のピーク流量２万２０００，３／秒

は，貯留関数法で算出された流量で上記第２の２（２２．２３頁）に述べた八

斗島上流域の洪水調節施設での調節（氾濫を含む。）がないことを前提とした

流量であり，現在でも，基本高水のピーク流量は２万２０００，３／秒で変更
はない。
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控訴人らの主張は，基本高水のピーク流量の意味を理解しておらず，失当で

ある。

４森林の保水力について（控訴人ら準備書面（１０）２８頁，同（９）２２～２８

頁）

上記第１の２（８～１１頁）に述べたとおりである。

５さいたま地裁の調査嘱託に対する関東地方整備局の回答について（控訴人ら

準備書面（１０）２８～３０頁，同（６）１３～１７頁及び１９～２３頁）

控訴人らは，「利根川水系工事実施基本計画の基本高水流量の計算に使用さ

れた利根川八斗島上流域の前提条件」についてのさいたま地裁からの調査嘱託

に対し，関東地方整備局河川部河川計画課長（平成２０年１月当時）が，飽和

雨量（Rsa）等に関して虚偽の回答をしたことから，関がカスリーン台風洪水

における八斗島基準地点のピーク流量の流出計算をしたところ，２万２０００

，３／秒の再現計算ができなかった旨主張している。

控訴人らは，当時の関東地方整備局河川部河川計画課長を虚偽の回答をした

として，さいたま地方検察庁に同課長を告発しているので，被控訴人らがこの

件について反論する立場にはないが，「利根川水系工事実施基本計画の基本高

水流量の計算に使用された利根川八斗島上流域の前提条件」を含む現行モデル

については，被控訴人ら準備書面（２）第２の３(2)イ（３６頁）に述べたと

おり，日本学術会議の分科会が独自に検証を行い，基礎方程式及び数値計算手

法において誤りがないことを確認し（乙２９２号証の１の９頁，乙２９２号証

の２の１０頁），また，分科会が現行モデルで行ったカスリーン台風洪水の再

現計算結果は２万２１０１，３／秒となり，国土交通省が示した２万２０７９

，３／秒とほぼ一致する結果となっている（乙２９２号証の２の１６５．１６

６頁）.
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関の行った再現計算なるものの内容は全く不明であり，被控訴人らが論証す

る立場にはない。

６基本高水の計算の前提条件である河道断面について（控訴人ら準備書面（１

０）３０頁，控訴理由書４４～５１頁及び８５～８９頁，控訴人ら準備書面（１）１

２～２５頁，同（２）７～９頁及び５４．５５頁，同（３）１０．１１頁及び１５

頁）

控訴人らは，上記のさいたま地裁の調査嘱託に対する関東地方整備局の回答

には，基本高水のピーク流量を算出するための前提である八斗島上流域の利根

川本支川の河道条件として，「計画堤防高」との表示で昭和５５年時点の堤防

高より１～５ｍ高い河道断面が表記されていたが，控訴人らの現地調査では

「計画堤防」は存在しないこと，東京新聞の取材によると河道の改修計画では

なく「計算上の仮設計」であること，群馬県に対する情報公開請求により群馬

県管理河川には八斗島基準地点で２万２０００，３／秒の計画に対応する改修

計画等は存在しないことが明らかになったことから，関東地方整備局の回答は

不誠実である旨主張している。

関東地方整備局の回答は，上記第１の３（４）（１５頁）に述べた基本高水の

定義に沿って，八斗島上流域の洪水調節施設での調節（氾濫を含む。）がない

という前提で洪水が河道内を流下できるよう，「計画堤防高」として昭和５５

年当時より高い堤防高の河道断面を示したものであって，その河道断面で流量

計算を行った結果が２万２０００，３／秒である。

被控訴人ら準備書面（２）第１の２（３）（１５．１６頁）に述べたとおり，

昭和５５年に策定された「利根川水系工事実施基本計画」では，この２万２０

００，３／秒を八斗島基準地点における基本高水のピーク流量と位置付け，こ

のうち，河道分担量を１万６０００，３／秒とし，残りの６０００，３／秒を

ダム等の洪水調節施設により調節する計画とした。また，被控訴人ら準備書面
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（２）第１の２（４）（１７．１８頁）に述べたとおり，平成１８年２月に策定

された「利根川水系河川整備基本方針」では，引き続き２万２０００，３／秒

を八斗島基準地点における基本高水のピーク流量とし，河道分担量を１万６５

００，３／秒，洪水調節施設により調節を５５００，３／秒に変更した計画に

している。

なお，例えば仮に，八斗島上流域にダム等の洪水調節施設が存在しないとし，

群馬県管理河川をも含む八斗島上流域の河川において八斗島基準地点の利根川

の河道内で２万２０００，３／秒を流下させるための改修計画を作成するとす

れば，八斗島基準地点より下流の利根川と江戸川の河道内で２万２０００，３

／秒を流下させるための改修計画を作成し，下流から整備を行わなければなら

ないが，しかし，そのような整備があり得ないことは明らかであり，八斗島上

流域の群馬県管理河川をも含む利根川本支川において，八斗島基準地点の利根

川の河道内で２万２０００，３／秒を流下させるための改修計画が存在しない

ことは何ら不自然なものではない。

被控訴人ら準備書面（２）第１の１（３）（１１．１２頁）に述べたとおり，

利根川の治水は，堤防強化等の河道整備，本支川上流域でのダム群の整備，中

流域での調節池の整備，下流域での放水路や排水機場の整備など，それぞれの

地域で役割分担をし，水系全体として徐々に治水安全度の向上が図られるよう

に，治水計画が作成され，整備が進められているのである（乙２１９号証の１

の２８頁）。

控訴人らが，関東地方整備局の回答にある「計画堤防高」との表示を「堤防

工事のための堤防高」と考えているのであれば，上記に述べた基本高水の意味

や利根川の治水計画等を理解していないことからくる誤解でしかない。
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７「２万２０００トンありき」の検討一馬淵大臣の謝罪という主張について

（控訴人ら準備書面（１０）３０．３１頁，同（５）３～１３頁，同（６）１８．１

９頁）

控訴人らは，平成２２年１１月５日の馬淵国土交通大臣（当時）の記者会見

における「平成１７年度（平成１８年２月）に現行の利根川水系河川整備基本

方針を策定した際の基本高水のピーク流量については，結果から見れば，「２

２，０００トンありき」の検討を行ったということであり，所管する大臣とし

てお詫びを申し上げます。」（乙３２３号証１枚目）との発言や，昭和５５年

の「利根川水系工事実施基本計画」策定時の河川審議会の審議において，建設

省（現国士交通省）は，カスリーン台風洪水について「上流部に大きな氾濫が

あった」との虚偽報告（控訴人らの主張）を行って，２万２０００，３／秒の

審査を通過させたことなどを踏まえると，昭和５５年から「２２，０００トン

ありき」であったことが確認された旨主張している。

馬淵国士交通大臣は同日の記者会見において，「私は改めて，従来の流出計

算モデルにとらわれることなく，定数の設定，あるいはゼロベースにおけるモ

デルの検証を行って基本高水について検証するよう河川局（現水管理・国土保

全局）に指示をいたしました。」（乙３２３号証１枚目）と発言し，国土交通

省は，この発言等を踏まえ，被控訴人ら準備書面（２）第２（２９～３９頁）

に述べたとおり，基本高水のピーク流量の検証を行うとともに，日本学術会議

に当該検証の評価を依頼し，日本学術会議は，「国士交通省の新モデルによっ

て計算された八斗島基準地点における昭和２２年の既往最大洪水流量の推定値

は，２１，１００，３／ｓの－０．２％～＋４．５％の範囲，２００年超過確

率洪水流量は２２，２００，３／ｓが妥当であると判断する。」と結論付けて

いる（乙２９２号証の１の１７頁，乙２９２号証の２の２０頁）。

そして，被控訴人ら準備書面（２）第２の４（３９頁）に述べたとおり，国

土交通省は，日本学術会議の結論を受け，平成２３年９月５日に社会資本整備
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審議会河川分科会を開催し，同分科会において，基本高水のピーク流量２万２

０００，３／秒は変更なしと結論付けられた（乙３２４号証２３．２４頁）。

以上のとおり，改めて検証しても八斗島基準地点の基本高水のピーク流量２

万２０００，３／秒に変更はなかったのである。

なお，控訴人らは，昭和５５年の「利根川水系工事実施基本計画」策定時の

河川審議会の審議において，建設省（現国土交通省）は，カスリーン台風洪水

について「上流部に大きな氾濫があった」との虚偽報告をした旨主張している

が，上記第１の４（３）（１８～２１頁）に述べたとおり，外水氾濫に加え内水

氾濫も大きく，八斗島上流部に大きな氾濫があったことは明らかであり，控訴

人らの主張は失当である。

８利根川の整備状況と現況の流下能力について（控訴人ら準備書面（１０）１８

頁，控訴理由書７９～８２頁，控訴人ら準備書面（２）９頁）

控訴人らは，平成１８年２月策定の「利根川水系河川整備基本方針」の「基

本高水等に関する資料」に，「堤防高は概ね確保されており，既に橋梁，樋管

等多くの構造物も完成している」（乙３２５号証（甲Ｂ８４号証）２４頁），

「直轄区間の堤防が全川の約９５％にわたって概成（完成，暫定）している」

（乙３２５号証（甲Ｂ８４号証）２９頁）などとの記載があることや，関東地

方整備局作成の資料「利根川の整備状況（容量評価）」（乙３２６号証（甲Ｂ

４９号証））に，利根川河口から８５ｋｍまでの堤防内（控訴人らは堤防内と

記載しているが，堤防内は民地側になるので，河道内が適切である。）の容量

の整備率が８８．４％，８５～１８６ｋｍまでのそれが９９％などとの報告が

あること，八斗島基準地点より下流部の堤防の余裕高が２．０ｍとされている

ことなどから，八斗島基準地点より下流においては，「利根川水系河川整備基

本方針」の計画高水流量（河道を流れる計画流量）１万６５００，３／秒規模

の洪水であればほぼ溢れない程度の整備がなされている旨主張している。

■
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被控訴人ら準備書面（２）第３の２(1)ア(ｲ）（４４頁）に述べたとおり，関

東地方整備局は，「八シ場ダム建設事業の検証に係る検討」において，利根川

の現況流下能力図（図）を公表し，被控訴人ら準備書面（２）第１の２（５）

（１８．１９頁）に述べたとおり，八斗島基準地点より下流の川俣地点付近で

は現況の流下能力が１万４０００，３／秒程度しかないなど，利根川には，広

瀬川等合流点付近から河口まで，計画高水流量を流下させる能力がないことが

明らかとなっている。

図利根川現況流下能力図

(出典：八ツ場ダム建設事業の検証に係る検討報告書（乙２８１号証４－１５頁））
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◆

なお，「利根川水系河川整備基本方針」の「基本高水等に関する資料」には，

「河道計画は以下の理由（「直轄区間の堤防が全川の約９５％にわたって概成

（完成，暫定）していること」や，「計画高水位を上げることは，破堤時にお

ける被害を増大させることになるため，沿川の市街地の張り付き状況を考慮す
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ると避けるべきであること」などの理由）により現況の河道法線を重視し，現

況河床高を踏まえた縦断計画とする。また，流下能力が不足する区間について

は，河川環境等に配慮しながら必要な河積（洪水を安全に流下させるための断

面）を確保する。」（乙３２５号証（甲Ｂ８４号証）２９頁）とも記載されて

おり，堤防は概ね完成しているが，流下能力が不足する区間があることから，

河積を確保する計画とする旨述べられている。

関東地方整備局作成の資料「利根川の整備状況（容量評価）」（乙３２６号

証（甲Ｂ４９号証））は，あくまでもダム．調節池と河道の容量（単位：百万

ｍ3）を評価したもので，流量（単位：ｍ３／秒）を評価したものではなく，上

記のとおり川俣地点付近では現況の流下能力が１万４０００，３／秒程度しか

ないことからも明らかなとおり，八斗島基準地点より下流において計画高水流

量１万６５００，３／秒が安全に流下するということを示したものではない。

堤防の余裕高については，財団法人国士技術研究センター編「改訂解説．河

川管理施設等構造令」に「堤防は計画高水流量以下の流水を越流させないよう

設けるべきものであり，洪水時の風浪，うねり，跳水等による一時的な水位上

昇に対し，堤防の高さにしかるべき余裕をとる必要がある。また，堤防には，

その他洪水時の巡視や水防活動を実施する場合の安全の確保，流木等流下物へ

の対応等種々の要素をカバーするためにもしかるべき余裕の高さが必要である。

令（河川管理施設等構造令）第２０条第１項の規定は，それらの余裕（余裕高

という）を計画高水位に加算すべき高さとして規定したものである。したがっ

て当該値は堤防の構造上必要とされる高さの余裕であり，計画上の余裕は含ま

ないものである。」（乙３２７号証１１６頁）と記載されており，利根川の堤

防の余裕高２．０ｍは同構造令上最小限確保されなければならい高さである

（乙３２７号証４頁及び１１５頁）ことから，洪水時には必要不可欠なもので

ある。

いずれにせよ，控訴人らの主張は失当である。
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第３控訴人ら準備書面（１１），同（１２）などに対する反論

１八シ場ダムの治水効果が下流に行くほど減衰するという主張について（控訴

人ら準備書面（１１）３～１７頁）

（１）控訴人らは，関東地方整備局が開示した資料（八シ場ダムがある場合，な

い場合それぞれについて，八斗島基準地点のピーク流量が１万７０００，３

／秒となるように昭和２２年９月洪水～平成１０年９月洪水までの代表８洪

水の雨量を引き伸ばし（昭和２２年９月洪水については，流量が２万１１０

０，３／秒のため引き縮め）た際の利根川及び江戸川を流下するピーク流量

を計算したもの）などをもとに，八シ場ダムの利根川における洪水調節効果

量は，渡良瀬川合流点より上流では６９０～１６３０，３／秒あるものの，

３調節池（稲戸井・菅生・田中調節池。茨城県取手市付近）より下流では８

０～１４０，３／秒に落ち込むなど，下流に行くほど治水効果が減衰するこ

となどから，利根川の下流部に位置する茨城県にとって，八シ場ダムは意味

を持たない治水施設である旨主張している。

利根川は，渡良瀬川との合流点より下流で江戸川と分派して流量が減少す

ることや，多くの支川が合流すること，上記の３調節池があることなどから，

下流に行くほど治水効果が減衰することは当然のことであるが，下流部での

８０～１４０，３／秒という洪水調節効果は，群馬県などの利根川上流部に

おける築堤等の河道整備では発揮できない効果であり，ダムという洪水調節

施設であるからこそ発揮できるものである。

上記第２の６（２７頁）に述べたとおり，利根川の治水対策は，堤防強化

等の河道整備，本支川上流域でのダム群の整備，中流域での調節池の整備，

下流域での放水路や排水機場の整備など，それぞれの地域で役割分担をし，

水系全体として徐々に治水安全度の向上が図られてきており，八シ場ダムも

その一環をなすものである（乙２１９号証の１の２８頁）。被控訴人ら準備

書面（２）第１の２(6)ア（１９頁）に述べたとおり，利根川上流域の面積
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の約４分の１を占める吾妻川流域には洪水調節機能を有する大規模なダムが

なく，八シ場ダムがその機能を果たすこととなっており（乙１５７号証の１

の１０．１１頁），八シ場ダムは必要不可欠な施設なのである。

また，控訴人らが述べるとおり，利根川の破堤対策として，茨城県の上流

に位置する埼玉県内においては首都圏氾濫区域堤防強化対策（利根川上中流

部及び江戸川の右岸の堤防拡幅による堤防強化対策）が実施中であるが，茨

城県内では当該事業の予定がない（茨城県で唯一実施される利根川右岸に位

置する五霞町を除く。）ことから，八シ場ダムによって洪水時の流量を低減

させることは，茨城県における利根川の破堤対策としての観点からも重要な

ことである。

さらに，被控訴人ら準備書面（２）第１の３（２４～２９頁）に述べたと

おり，八シ場ダムは利根川下流まで洪水時の流量を低減させ水位を下げるこ

とができるため，利根川沿川地域における内水による浸水被害の軽減に寄与

するものである。また，茨城県北相馬郡利根町布川地先付近の利根川の川幅

は約２８０ｍと下流部において最も狭く（以下「布川狭窄部」という。），

洪水時に水位が高くなり，その影響によって利根川から小貝川への逆流が起

きることもあり，昭和２５年や昭和５６年の台風による洪水では，小貝川が

破堤し，甚大な被害をもたらしている。しかし，布川狭窄部は，堤防沿いま

で市街化が進み，河道拡幅が困難であるため，八シ場ダムにより洪水時の流

量を低減させることは，小貝川などの利根川支川への逆流防止対策としても

有効である。

以上のとおり，八シ場ダムは，茨城県の治水にとって著しく効果がある施

設であり，控訴人らの主張は失当である。

(2)控訴人らは，国が関係都府県に対して治水に関する負担金を負担させるこ

とができるのは，河川法６３条１項に規定されるとおり，国士交通大臣が行

う河川の管理により，当該管理に要する費用の一部を負担する都府県（八ッ
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場ダムでは群馬県）以外の都府県（八シ場ダムでは茨城県，栃木県，埼玉県，

千葉県，東京都）が著しく利益を受ける場合に限定されるが，茨城県は八シ

場ダムの治水効果を受益することがほぼないことから，河川法６３条１項で

規定する「著しく利益を受ける場合」に相当しないことは明らかである旨主

張している。

八シ場ダムは，上記(1)（３２．３３頁）に述べたとおり，茨城県の治水

にとって著しく効果がある施設であることから，河川法６３条１項で規定す

る「著しく利益を受ける場合」に相当する施設であることは明らかである。

また，河川法の解説書である河川法研究会編著「逐条解説河川法解説」に

は，「多目的ダムの建設によって当該ダムの下流沿岸に存する他の都府県の

水害発生が防除され，あるいはかんがいその他の利水事業が促進されるなど，

多目的ダムの建設は，他の都府県にも著しい利益をもたらす場合が多い。」

（乙３２８号証３９９頁）として，河川法６３条１項の他の都府県の費用の

負担の事例が記載されており，国は，これまでにも茨城県に対し，八シ場ダ

ムと同様，利根川上流域に位置する既設ダムの建設に関し治水負担金を求め

てきたのであって，茨城県にとって，八シ場ダムが利根川上流域の既設ダム

と比較して，「著しく利益を受ける場合」に当たらないなどとはいえない。

控訴人らの主張は失当である。

八シ場ダム建設事業の検証について（控訴人ら準備書面（１１）１８～２１２

頁）

(1)控訴人らは，関東地方整備局による八シ場ダム建設事業の検証に係る検討

（以下「八シ場ダム検証」という。）の治水面の検証において，八シ場ダム

に代わる４つの治水代替案の費用が，八シ場ダムの残事業費（治水分）より

１０００億円以上も高く，八シ場ダムが最有力案として選択されているが，

これは八シ場ダムの残事業費（治水分）約７００億円と代替案の費用を比較
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した場合であって，支出済みの費用も含めた八シ場ダムの全事業費（治水

分）約２４００億円と比べると，４つの代替案の費用はそれを下回っている

ため，八シ場ダム計画を策定する前の段階で国士交通省が他の治水代替案を

真蟄に検討していれば，八シ場ダムが選択されなかったことから，八シ場ダ

ム検証は，ダム案が残るように検証の枠組みが最初から作られたものであり，

科学的・客観的な検証とは程遠いものである旨主張している。

控訴人らの主張は，歴史を遡らせるだけの無意味な主張である。茨城県が

納付した費用を含め，国は八シ場ダム建設事業に平成２３年度末の事業費ベ

ースで約８０％を執行しており，これまでに執行した費用を無駄・無用なも

のにしないためにも，残事業費と比較することは当然のことである。

また，被控訴人ら準備書面（２）第３の１（３９～４１頁）に述べたとお

り，全国８３のダム事業は，中川博次京都大学名誉教授を座長とする河川工

学，森林水文学，公共政策学等の専門家計９名で構成された「今後の治水対

策のあり方に関する有識者会議」（乙２９４号証）が取りまとめた「今後の

治水対策のあり方について中間とりまとめ」（乙２９５号証）に沿って，

国士交通省が策定した「ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領

細目」（以下「検証要領細目」という。乙２９６号証添付資料２）に基づき，

検証に係る検討が行われており，八シ場ダムについても，この検証要領細目

に基づき，関東地方整備局によって検証に係る検討が行われている。

この検証要領細目では，「コストの評価に当たり，実施中の事業について

は，残事業費を基本とする。」（乙２９６号証添付資料２の１４頁）とされ
ている。

なお，被控訴人ら準備書面（２）第３の２(1)ア(ｴ)及びけ）（４８．４９

頁）に述べたとおり，八シ場ダム検証においては，「八シ場ダムを含む治水

対策案」，「河道掘削案」，「渡良瀬遊水地案」，「新規遊水地案」及び

「流域対策案」の５案について，「コスト」と同様に検証要領細目に示され

秒
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ている「安全度（被害軽減効果）」，「実現性」，「持続性」，「柔軟性」，

「地域社会への影響」及び「環境への影響」の合計７つの評価軸ごとに評価

が行われ，同じく検証要領細目に示されている「総合的な評価の考え方」に

基づき，治水の観点からの総合評価が行われた結果，「八シ場ダムを含む治

水対策案」が最も有利であるとされたのであり，科学的・客観的な検討の結

果である。

控訴人らの主張は失当である。

(2)控訴人らは，従来，八シ場ダムの削減効果（洪水調節効果）は基本高水の

ピーク流量２万２０００，３／秒（八斗島基準地点）に対して平均６００，３

／秒とされており，２万２０００，３／秒に対する削減率は２．７％であっ

たが，国士交通省が八シ場ダム検証で示したのは，八斗島基準地点１万７０

００，３／秒（検証要領細目において，「河川整備計画」が策定されていな

い水系は河川整備計画相当の目標流量を設定するとされており，八シ場ダム

が位置する利根川水系は河川整備計画が策定されていないため，当該目標流

量を１万７０００，３／秒と設定している。）に対する八シ場ダムの削減効

果（洪水調節効果）は平均１１７６，３／秒で，削減率は６．９％になり，

従来の２．７％の２．６倍にもなり，八シ場ダムの治水効果は過大になって

いる旨主張している。

被控訴人ら準備書面（２）第３の２(1)ア(ｲ）（４６～４８頁）に述べたと

おり，八シ場ダムの洪水調節効果量については，従来は，昭和１２年から昭

和４９年までの３１洪水においてＯｍ３／秒～１４８７，３／秒（平均約６０

０，３／秒）と算出され(乙１７８号証），今回の八シ場ダム検証では，昭和

２２年から平成１０年までに発生した流量規模の大きな８洪水において１０

０，３／秒～１８２０，３／秒（控訴人らは平均１１７６，３／秒と計算して

いる。）と算出されている（乙２８１号証４－２２頁の表４－２－３）。こ

の点は，計算の前提である流出計算モデル（従来のものは現行モデル今回

￣
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の検証は新モデル），八シ場ダムの洪水調節方式（洪水時の放流操作ルール

の見直し。乙２８１号証４－１７頁）等が異なっていることから，両計算結

果を単純に比較できるものではない。

控訴人らは，従来の削減効果は２万２０００，３／秒（八斗島基準地点）

に対してと述べているが，３１洪水全ての八斗島基準地点の流量が２万２０

００㎡／秒になるような計算はしておらず，八斗島上流域で２００年に１回

規模の３日雨量である３１９ｍｍに雨量を引き伸ばして流量計算を行った

（乙１７８号証）ものであり，八斗島基準地点の流量は各洪水で異なってい

るのである。２万２０００，３／秒をもとに削減率を計算する控訴人らの主

張は誤っており，失当である。

(3)控訴人らは，関東地方整備局が八シ場ダム検証において河川整備計画相当

の目標流量を八斗島基準地点１万７０００，３／秒としたが，この値は，八

斗島基準地点の最近６０年間の最大流量が平成１０年の９２２０，３／秒で

あり，１万７０００，３／秒はその１．８倍にもなることから，過大である

旨主張している。

控訴人らの主張は，上記第１の４（３）（１８～２１頁）に述べたとおり，

未曾有の大災害となった昭和２２年９月のカスリーン台風による戦後最大の

洪水を除外して，最近６０年間と区切っており，利根川における過去の洪水

を窓意的に過小評価しようとする許容し難い主張である。

被控訴人ら準備書面（２）第３の２(1)ア(ｱ）（４１～４３頁）に述べたと

おり，八シ場ダム検証において，利根川水系の河川整備計画相当の目標流量

は，利根川水系の社会・経済的重要性を考慮し，他の直轄河川における水準

と比較した場合に相対的に高い水準を確保することが適切であること，「河

川整備計画」は「河川整備基本方針」に沿った段階的な中期的な計画であり，

その目標流量については２０年間から３０年間の河川整備の実現可能性等を

考慮する必要があることから，年超過確率１／７０～１／８０に相当する１

￣
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万７０００，３／秒（八斗島基準地点）と設定されているものである（乙２

８１号証４－１１頁）。

なお，この河川整備計画相当の目標流量１万７０００，３／秒について補

足すると，国が直轄で管理する区間の「河川整備計画」においては，戦後最

大の洪水を安全に流下させることを目標として目標流量を設定していること

が多く，その結果，河川整備計画の目標流量の規模は一般に年超過確率１／

２０から１／７０程度の範囲となっており，利根川の場合は，戦後最大の洪

水は昭和２２年９月のカスリーン台風であり，大きな被害が発生した近年の

洪水に対する再度災害防止という観点からは同洪水規模を目標とすべきと考

えられるが，同洪水の流量は，上記第１の１（１）（３～５頁）に述べたとお

り，国土交通省の新モデルによれば八斗島基準地点において２万１１００ｍ

３／秒と推定され（乙２９３号証８頁），この流量は長期的な視野に立って

定める河川整備の最終目標である「河川整備基本方針」の規模そのものであ

り，この規模の整備水準の達成を河川整備計画の計画対象期間の目安である

２０年間から３０年間で目指すことは現実的に不可能と考えられることから，

河川整備計画相当の目標流量は年超過確率１／７０～１／８０に相当する１

万７０００，３／秒と設定されている（乙２８１号証４－１１頁）ものであ

り，過大なものではない。

控訴人らの主張は失当である。

八シ場ダムの費用便益比について（控訴人ら準備書面（１２））

控訴人らは，関東地方整備局が行った費用便益比計算により算定した八シ場

３

ダム建設による便益が，河川法６３条１項の「著しい利益」を定量的に示して

いるとした上で，その便益の計算が，①非現実的な洪水流量を想定している，

②過大な洪水被害額を想定している，③堤防高のスライドダウン評価による流

下能力の過小評価をしている，④想定破堤地点と氾濫開始流量想定地点を変え
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る奇妙な計算をしている，⑤上流側ブロックと下流側ブロックが同時氾濫する

ことを想定していることなど非科学的な内容であるとし，便益計算で算定され

た洪水被害額は現実から全く遊離した仮想の数字であるから，そこから求めた

洪水調節便益は，科学的な根拠が皆無であるため，八シ場ダムによる「著しい

利益」は不存在である旨主張している。

(1)まず，費用対効果分析について述べることとする。

控訴人らがいう費用便益比計算は，「国士交通省所管公共事業の再評価実

施要領（第５の３の①の2)）事業の投資効果」に記載の「費用対効果分析」

（乙３２９号証６頁）の計算のことであるが，この費用対効果分析は，国が

公共事業の再評価を行う中で，「事業の投資効果」の視点から検討する際に

行われるものであり，「治水経済調査」によって行われる。具体的には，堤

防やダム等の治水施設の整備によってもたらされる諸効果のうち，経済的に

評価できる項目を治水事業の「便益」とし，一方で治水事業を実施するため

の費用及び維持管理に要する費用を治水事業の「費用」として算定し，この

「便益」と「費用」を比較することにより，当該事業の投資効果の評価を行

うものである（乙３３０号証９頁）。

このように治水事業における費用対効果分析については，総合的な評価

指標の１つとして治水経済調査を利用することを基本とするとし，この標準

的な調査方法を定めた「治水経済調査マニュアル（案）平成１７年４月国

土交通省河川局」（乙３３０号証）（以下「マニュアル（案）」という。）

によって行うことが標準となっており，八シ場ダム建設事業も「マニュアル

（案）」によって行われている。

治水施設は，国民生活の安全性の確保の観点から，基本的な安全性を全国

民に対して提供するという公平性が必要であり，さらには，事業の効率性も

求められる。費用対効果分析は治水事業の投資規模や事業の再評価を検討す

る指標の１つであることから，その評価手法については，河川ごとや地域性
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に不公平感がないよう客観性，透明性が求められるため，河川ごとに便益の

計算手法を定めるものではなく，全国的に一定のルールに基づいた計算を行

うこととされており，国土交通省は，総合的な評価指標の１つとして「マニ

ュアル（案）」による費用対効果分析を行うことを基本としている。

費用対効果分析の中の治水施設の整備による便益は，「マニュアル

（案）」によると，「水害によって生じる人命被害と直接的または間接的な

資産被害を軽減することによって生じる可処分所得の増加（便益），水害が

減少することによる土地の生産性向上に伴う便益，治水安全度の向上に伴う

精神的な安心感などがある。」とされており，さらには，「治水施設は，道

路などの利便性を向上させる他の社会資本と異なり，上述したように社会経

済活動を支える安全基盤として重要なものであるにもかかわらず，治水施設

整備による便益は経済的に計測困難なものが多い。また，治水施設の整備は，

社会経済活動について検討する際の与件として存在するものであり，一般の

人々が治水施設の整備による効果を実感することは，一般に困難であるため，

市場財としてその効果を計測することも困難である。例えば，土地の生産性

の向上に伴う便益は，治水施設の整備だけによってもたらされるものでなく，

他の社会資本整備と相まって達成されるものであるとともに治水施設整備

による土地利用の変化を予測することは困難であるため，その経済的な効果

を計測することが困難である。また精神的な安心感などの便益を経済的に評

価することも困難である。」（乙３３０号証１頁）とされている。これらの

ことから，治水施設の整備による便益としては，あくまでも経済的に評価で

きるものとして，「施設整備がもたらす洪水被害防止による便益」を算定す

ることとしている。具体的には，治水事業の実施前後における洪水被害額を

それぞれ算定し，その差を事業による洪水被害軽減額とし，これを基に被害

防止による便益を検討するものである。例えば，洪水被害がよく発生してい

た河川で治水事業を実施することにより，洪水被害が軽減された場合，その
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洪水軽減の対価を便益として算定するようなもので，洪水被害という「マイ

ナス」を治水事業により「Ｏ」に戻すということを便益として評価している。

この洪水被害の軽減による便益の具体的な内容については，「マニュアル

（案）」（表－４１治水事業のストック効果）（乙３３０号証４１頁）

で示されているが，「人命損傷」，「交通途絶による波及被害」，「ライフ

ライン切断による波及被害」，「精神的被害」等は，評価されないとされて

いる。つまり，国が行っている便益計算は，専ら現段階において経済的に評

価できる内容についてのみ，便益として評価しているのであり，「著しい利

益」を定量的に示しているものではない。

(2)控訴人らは，関東地方整備局が行った八シ場ダムにおける洪水調節便益計

算の内容について，①非現実的な洪水流量を想定している，②過大な洪水被

害額を想定している，③堤防高のスライドダウン評価による流下能力の過小

評価をしている，④想定破堤地点と氾濫開始流量想定地点を変える奇妙な計

算をしている，⑤上流側ブロックと下流側ブロックが同時氾濫することを想

定していることなどから，洪水調節便益計算が非科学的，非現実的なもので，

不当である旨主張している。

以下の控訴人らの主張に対し反論する。

①非現実的な洪水流量を想定していることについて

控訴人らは，利根川・江戸川本川では最近６０年間破堤がなく，洪水被

害額がゼロにもかかわらず，便益計算では，年超過確率１／２００の過大

な洪水が発生し，堤防が破堤し氾濫が発生することを前提としており，さ

らには，利根川・江戸川の治水安全度（現況流下能力を年超過確率で評価

したもの）は年超過確率１／３０～１／４０にもかかわらず，年超過確率

１／５の洪水でも破堤し氾濫しているといった非現実的な計算をしている

旨主張している。

関東地方整備局は，八シ場ダムの便益計算を「マニュアル（案）」に基
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づいて適正に行っているが，便益計算で用いる洪水規模については，「マ

ニュアル（案）」（３．２．１洪水条件）によれば，「無害流量（洪水氾

濫が生じない最大の流量）より大きく，計画規模を最大として，基準地点

等の生起確率が異なる洪水ハイドログラフを６ケース程度設定すること」

（乙３３０号証２９頁）とされている。八シ場ダムの便益計算を行った

「八シ場ダム建設事業の検証に係る検討「費用便益比算定」（平成２３年

１１月関東地方整備局）」によれば，「マニュアルの例を参考としつつ，

無害流量より大きく，かつ計画規模を最大とする次の８ケースの流量規模

を設定した。年超過確率１／１，１／３，１／５，１／１０，１／３０，

１／５０，１／１００，１／２００」（乙３３１号証６頁）とされている。

なお，例えば年超過確率１／２００の意味は，毎年，１年間にその規模を

超える洪水流量が発生する確率が１／２００（０．５％）であるというこ

とであり，この洪水が２００年間隔で１回発生することを意味するもので

はない。これらの洪水は，それぞれ毎年連続して発生することもあれば，

２００年間１度も発生しないこともある。

関東地方整備局が利根川の計画規模である年超過確率１／２００まで設

定したのは，「マニュアル（案）」に基づくものであるが，そもそも，利

根川の治水対策は，年超過確率１／２００までの洪水に対応することを目

標として，八シ場ダムを含めた様々な治水対策を段階的に進めており，こ

れらの対策により，計画規模の年超過確率１／２００の洪水だけではなく，

年超過確率１／５や１／５０，１／１００の洪水といった計画規模以下の

洪水についても被害を軽減するのである。そのため，八シ場ダムにおける

便益計算では，その計画規模以下の洪水の被害軽減による便益を含めて，

計画規模までの洪水を想定してその規模までの便益を算定している。また，

「マニュアル（案）」（２．３．３破堤地点の想定）では，「流量が「当

該ブロックの無害流量」を超えた場合には，あらゆる地点（断面）におい
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て，破堤が生じる可能性があると考えることとする。」（乙３３０号証２

４頁）としている。無害流量とは「洪水氾濫が生じない最大の流量」であ

るから，この流量を超えた洪水は安全に流下すると評価できないのであり，

破堤を起こす可能性があると想定している。したがって，無害流量より大

きい洪水である年超過確率１／５の洪水も便益計算上では破堤の可能性が

あるとして，洪水の想定をしているのである。

控訴人らは，便益計算で年超過確率１／２００の過大な洪水を想定し，

また，利根川・江戸川の治水安全度は年超過確率１／３０～１／４０にも

かかわらず，年超過確率１／５の洪水でも破堤し氾濫しているといった非

現実的な計算をしている旨主張しているが，しかし，洪水発生は自然現象

であるから，今後，昭和２２年９月洪水のような年超過確率１／２００の

洪水が発生する可能性はあるし，堤防の歴史的な建設経緯からその内部の

構造が不明であることなどから，年超過確率１／５の洪水で被害が発生し

ないといえるものでもないのである。便益計算における洪水の想定は，洪

水発生の可能性を踏まえて行われるものであり，そのような考え方を踏ま

えた「マニュアル（案）」に沿って，関東地方整備局は八シ場ダム建設事

業の「便益」を算定するために適正に洪水を想定しているのである。した

がって，これらの想定が非現実的だなどという控訴人らの主張は，便益計

算について理解しておらず，失当である。

②過大な洪水被害額を想定していることについて

控訴人らは，控訴人らにおいて国の便益計算の手法により計算したとこ

ろ，年超過確率１／２００までの洪水が来ると想定した洪水被害額は，毎

年平均で８６４３億円にもなり，国土交通省が毎年度発表している「水害

統計」によれば，利根川の過去５０年間の年平均被害額は１７５億円であ

って便益計算から求めた被害額と大きな乖離があるため，８６４３億円は

あまりにも巨額であるとし，便益計算そのものが現実的ではない旨主張し
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ている。

上記(1)（３９～４１頁）に述べたとおり，便益計算で算出される洪水

被害額は，便益計算の客観性・透明性を図るため一定のルールである「マ

ニュアル（案）」に基づき算定されている。すなわち，氾濫ブロック（洪

水氾濫を検討する際に河川を「左右岸」，「合流する支川の地点」，「山

付き」等の地形条件によりブロック分割する「ひとまとまりの氾濫区域」

をいう。）において，想定する洪水流量が無害流量（洪水氾濫が生じない

最大の流量）を超えた場合に，当該氾濫ブロックについて，被害が最大と

なる１地点において堤防が決壊し（乙３３０号証２４頁），その洪水が河

川から溢れだした状態での被害額を算定するものである。

控訴人らは，関東地方整備局が想定した洪水（年超過確率１／１から計

画規模である年超過確率１／２００まで８ケースの流量規模の洪水）を基

に年平均被害額を算定したところ，８６４３億円となったとしているが，

控訴人らが行ったこの算定は，以下のような計算によっている。まず，関

東地方整備局が算定した８ケースの流量規模の洪水における被害額を隣接

する洪水規模の区間（例えば，「年超過確率１／１０から１／３０」，

「年超過確率１／３０から１／５０」）毎に平均した区間平均被害額を求

める。それぞれの洪水の毎年１年間にその規模を超えて発生する年超過確

率（１／２００規模の洪水であれば０．５％，１／１００であれば１％）

について，隣接する洪水規模毎に区間確率（例えば，隣接する「年超過確

率１／１０と１／３０」であれば，区間確率は１／１０－１／３０＝２／

３０＝０．０６７となる。）を求め，その区間確率に区間平均被害額を乗

じ，「区間ごとの年平均被害額」を算定する。さらに，この区間ごとの年

平均被害額を累計し，「年平均被害額」として８６４３億円を求めるとい

うものである。

控訴人らは，利根川・江戸川本川では最近６０年間破堤がなく，洪水被
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害額はゼロであると述べているが，長い期間を考慮した場合，洪水被害が

ないこともあり，年超過確率１／１００，１／２００の洪水が発生するこ

ともあり，控訴人らのように一定期間を区切って洪水被害の有無を議論す

ることはそもそも無意味であり，また，控訴人らのいう最近６０年間とい

うのも，昭和２２年９月洪水をあえて除外しているという点で窓意的なも

のでしかない。ちなみに，関東地方整備局が水防法の規定により平成１７

年３月に「利根川水系利根川浸水想定区域図」を策定した際に，現在の河

道状況と既設ダムを前提に，計画規模の年超過確率１／２００の洪水が発

生し，利根川の１箇所（埼玉県加須市）が破堤した場合，その被害額は最

大で約３４兆円となることが示されている（乙１５７号証の２参考文献

⑭）が，－度でもこのような大規模な洪水が発生した場合，甚大な被害が

発生することになるのである。一定期間を区切った場合，３４兆円の洪水

被害が発生することもあれば，発生しないこともあるが，控訴人らの主張

する年平均被害額８６４３億円は，長い期間を想定した場合に，「１年間

で発生し得る洪水による被害額を平均化した値」といえるのである。控訴

人らは，関東地方整備局の便益計算では，あたかも８６４３億円の被害が

毎年発生するように考えて，現実的ではないと主張しているが，長い期間

を考慮した場合，計画規模である年超過確率１／２００の洪水による３４

兆円ものの甚大な被害が発生する可能性があり，そのような可能性を考慮

して洪水被害額を平均化したものが，この年平均被害額８６４３億円なの

である。

一方，「水害統計」は，洪水，内水，高潮，土石流等の水害により，個

人・法人が所有する一般資産，河川・道路等の公共土木施設等で発生した

被害の実態を調査したものであり，便益計算による被害額とは考え方が全

く異なるものである。便益計算のために算定した洪水被害額と水害統計に

記載されている実際に生じた被害額とを単純に比較することはできないの
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であり，控訴人らの主張は失当である。

③堤防高のスライドダウン評価による流下能力の過小評価について

控訴人らは，便益計算において，現況堤防の幅が計画値以下の部分は，

堤防としての機能がないとして除外する「スライドダウン」という方法に

より現況堤防高を低く設定しているが，堤防幅が計画の幅より小さくても

堤防としての機能は有しているから，これを除外することは不合理であり，

現況堤防高を低く設定したことにより，その分だけ現況流下能力を過小評

価していることも不合理である旨主張している。

「マニュアル（案）」（０．２治水経済調査における被害等の基本的な

考え方）に，「堤防は治水の歴史的な産物であるため，堤体内の土質材料

を正確に把握することが難しく，堤防の相対的な安全度評価はなし得たと

しても，絶対的な安全度評価を行うことは不可能に近く，特定の堤防を評

価することは困難である。・・・その評価としては堤防の高さが大きな指

標となるが，浸透作用及び水衝作用に対する堤防の安全度についても評価

を行う必要がある。このため，堤防の高さだけでなく，堤防の質も含めた

機能評価を行うこととする。この方法としては，様々な方法が考えられる

が，堤体内への河川水浸透に対する安全性を－つの判断基準として，これ

を堤体幅で評価することとし，定規断面によるスライドダウンを行って堤

防の高さを補正することとする。」（乙３３０号証７頁）と記載されてい

る。控訴人らは，「幅が足りない分だけ安全度が多少低下することはあっ

たとしても，堤防としての機能を有している点では計画堤防断面と変わり

はない。」としているが，堤防機能の評価を判断する上で，どの程度まで

堤防の幅があれば堤防機能を有しているのか，あるいは，堤防を形成する

士の種類がどれだったら河川水の浸透に安全かといった，絶対的な判断は

難しいのである。控訴人らはこのような意味を理解しておらず，失当な主

張である。
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④想定破堤地点と氾濫開始流量想定地点を変える奇妙な計算について

控訴人らは，洪水が堤内地（堤防によって洪水から守られている住居等

のある側の土地）に氾濫することについて，便益計算上，河川の洪水流下

能力が最小となる地点の流量（破堤開始流量）を，堤防が破堤した場合に

洪水被害額が最大となる別の地点（破堤地点）から堤内地に溢れ出させて，

洪水被害の算定をするという不合理な計算をしている旨主張している。

「マニュアル（案）」（２．３．３破堤地点の想定）によれば，「堤防

の歴史的な建設経緯から，その内部の構成材料が不明であることや，洪水

継続時間等が確率事象であり，決定論的には扱えないことから破堤地点を

特定することは困難である。また，一連の堤防で氾濫ブロックの洪水防御

を担っている点を考慮し，氾濫現象が一連と見なせる氾濫ブロックにおい

ては，流量が「当該ブロックの無害流量（ブロック内で，越水等が起きず

安全に流下できると評価される流量。ここでは，破堤開始流量と同義）」

を越えた場合には，あらゆる地点（断面）において，破堤が生じる可能性

があると考えることとする。ただし，破堤地点を特定できないとはいえ，

対象河道の被害想定においては，破堤地点を想定せざるを得ないため，計

画上被害最大となる状況を想定することとし，各氾濫ブロックについて被

害が最大となる１地点を「破堤地点」として設定する。」（乙３３０号証

２４頁）とされている。つまり，「マニュアル（案）」では，対象河川の

どの地点で氾濫するか絶対的な判断ができないことから，氾濫ブロック毎

に，無害流量以上の流量が流れた場合は，ブロック内のあらゆる地点にお

いて破堤する可能性があるとし，さらには，被害が最大となる地点を「破

堤地点」として１点設定し，そこに無害流量（破堤開始流量と同義）以上

の流量が流れたときに破堤するという想定をした上で，洪水被害額の算定

を行うこととしているのである。これは，同じ流量で同一地点で破堤する

ものと確定的に決めることができないことから，「マニュアル（案）」に
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規定されている一定のルールで評価するとしているのである。

八シ場ダムの便益計算についても，この「マニュアル（案）」に定めら

れている一定のルールに基づき，適正に行われているのである。控訴人ら

の主張は，これらの意味を理解していない不合理なものであり，失当であ

る。

⑤上流側ブロックと下流側ブロックが同時氾濫するとしていることについ

て

控訴人らは，上流側ブロックが氾濫すれば，河川内の洪水の一部が外に

逃げて洪水が下がるため，下流側ブロックは氾濫しにくくなるにもかかわ

らず，各ブロックの氾濫はそれぞれ独立して進行するという非現実的な計

算を行っている旨主張している。

「マニュアル（案）」（３．１氾濫シミュレーションの基本的考え方）

によれば，「流量規模・氾濫ブロックごとに氾濫シミュレーションを実施

すること」，また，「氾濫シミュレーションは，流量規模毎に氾濫ブロッ

クの数だけ行うものとする。・・・各ケースにおける破堤地点は，対象と

する氾濫ブロックの破堤地点のみとし（よって各ケース破堤地点は１点と

なる），その被害額をもって，当該流量規模における当該氾濫ブロックの

被害額とする。」（乙３３０号証２６頁）とされている。氾濫シミュレー

ションでは，ある流量規模のケースを対象としたときに，破堤が起こりう

る「１つの氾濫ブロック毎」に計算を行うものであり，その流量規模のケ

ースで破堤するブロックが複数ある場合でも，例えば，上流の氾濫ブロッ

クで計算上破堤させて被害額を算出した後，次の氾濫ブロックでも同様の

計算を行うものであり，それぞれの１つの氾濫ブロック毎にシミュレーシ

ョンを行うのである。つまり，氾濫は複数の箇所で起こることがあり得る

ため，上流ブロックと下流ブロックをそれぞれ独立して氾濫シミュレーシ

ョンを行うのである。これは，氾濫ブロック毎に破堤をさせて，それぞれ
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の氾濫ブロック内における洪水被害軽減の便益を算定するためであり，あ

らゆる地点の破堤による便益を正確に捉えるためのものである。そのため，

上流が破堤したら下流は破堤しないなどという発想は一切取っていない。

このような想定のもとで，関東地方整備局は「マニュアル（案）」に基づ

き，氾濫ブロック毎に便益計算を行い，これを合算しているのであり，控

訴人らは，上流と下流を同時破堤させていると捉えているが，そうではな

く，これは被害額を算定するための計算方法にすぎない。

⑥まとめ

上記(1)（３９～４１頁）に述べたとおり，治水施設の整備による便益

は，あくまでも経済的に評価できる便益について検討するもので，「施設

整備がもたらす洪水被害防止による便益」を算定することとしており，そ

の内容は「人命損傷」，「交通途絶による波及被害」，「ライフライン切

断による波及被害」，「精神的被害」等は評価されないものである。つま

り，便益計算で評価される内容は，現時点において経済的に評価できる内

容のものであり，全ての便益を考慮したものではないのである。

また，上記①ないし⑤（４１～４９頁）に述べたとおり，便益計算を行

うためには，「洪水規模の想定」，「被害想定額の算出」，「堤防のスラ

イドダウン評価」，「破堤地点と破堤開始流量の考え方」等の様々な想定

が必要なのである。

控訴人らは，八シ場ダムの「著しい利益」は洪水調節便益で定量的に示

されているとし，この便益は現実から遊離した氾濫被害額から求めた仮想

の数字と決めつけ，科学的な根拠は皆無だから，八シ場ダムの「著しい利

益」は存在しないと主張しているが，そもそも便益は，「国が公共事業の

再評価」を行う際に，「事業の投資効果」という視点から検討するための

指標であり，その計算手法も全国一定のルールとして国土交通省が策定し

た「マニュアル（案）」に基づくものである。また，便益は経済的に評価
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できる内容のみを対象としていることや便益計算をする上で様々な想定が

必要であることから，便益そのものが河川法６３条１項の規定による「著

しい利益」を定量的に示していることにはならないのである。控訴人らは，

このような点について理解せず，八シ場ダムは無用とする主張を繰り返し

ているだけである。

また，控訴人らは，便益計算における洪水被害額と水害統計の被害額と

の乖離について，会計検査院が平成２２年１０月に国士交通省に対して

「便益計算を合理的なものにすべき」という意見を出したことを持ち出し，

国土交通省がその意見についてあたかも無視しているような主張をしてい

るが，内閣総理大臣が平成２３年１１月２５日に提出した「衆議院議員塩

川鉄也君提出八シ場ダムの費用対効果に関する質問に対する答弁書」によ

れば，「御指摘については，・・・想定被害額と実際の被害額は，単純に

比較できるものではないと考えているが，国土交通省においては，会計検

査院の指摘を踏まえ，年平均被害軽減期待額の算定方法について，最新の

データを踏まえた浸水深別の被害率の検討等の処置を講じているところで

ある。」（乙３３２号証２．３頁）としており，会計検査院の意見を無視

しているなどという事実はない。なお，「マニュアル（案）」（０１治

水経済調査の基本的な考え方）では，「その評価については，客観性，透

明性が求められることから，本マニュアル(案)により治水経済調査に用い

る被害率の設定や氾濫シミュレーションの方法をより合理的なものにする

など，今後も随時治水経済調査のシステムを改善整備していくものとす

る。」（乙３３０号証４頁）とされており，国士交通省は，今後も便益計

算がより合理的なものになるよう改善整備していくとしている。

控訴人らは，八シ場ダム建設事業については，関東地方整備局事業評価監(3)控訴人らは，八シ場ダム建設事業については，関東地方整備局事業評価監

視委員会において，平成１９年１２月，平成２１年２月，平成２３年１１月

に事業を継続するか中止するかを判断する再評価が実施されており，関東地



方整備局から同委員会に報告されている八シ場ダムの費用便益比はそれぞれ

「２．９」，「３．４」，「６．３」と計算するたびに数字が大きく変わっ

ており，科学的な計算ではない旨主張している。

国土交通省所管公共事業の再評価の制度は，事業採択後一定期間（直轄事

業等は３年間）が経過した時点で未着工の事業，事業採択後長期間（５年

間）経過した時点で継続中の事業等について再評価を行い，必要に応じて見

直しを行うほか，事業の継続が適当と認められない場合には事業を中止する

というもので，平成１０年度から導入されている（乙３３３号証）。

再評価の実施の目的，具体的な対象事業等については，「国土交通省所管

公共事業の再評価実施要領」（乙３２９号証）に定められており，ダム事業，

河川事業，砂防・地すべり対策事業，海岸事業，道路・街路事業，港湾整備

事業，空港整備事業，都市・幹線鉄道整備事業，下水道事業など国土交通省

所管のあらゆる事業が対象となっている（乙３２９号証１０頁）。

また，所管部局等は，事業種別ごとの費用対効果分析を含む再評価手法を

策定するとしており（乙３２９号証５頁），ダム事業及び河川事業を所管す

る河川局（現水管理・国士保全局）では，「治水経済調査マニュアル

（案）」（乙３３０号証）を策定している。

八シ場ダム建設事業の再評価を審議する関東地方整備局事業評価監視委員

会において報告された治水に関する費用便益比が，平成１９年が「２．９」

（乙３３４号証２６頁），平成２１年が「３．４」（乙３３５号証１９頁），

平成２３年が「６．３」（乙３３１号証２４頁）と数字が変わっているのは，

各再評価時点における洪水の選定が異なるためである。すなわち，平成１９

年の「２．９」については，従来までの「工事実施基本計画」策定時の検討

対象３１洪水を選定して，算出されている（乙３３５号証２３頁）。また，

平成２１年の「３．４」については，平成１８年に策定された「利根川水系

河川整備基本方針」の検討対象４９洪水のうち，降雨パターン等を考慮して
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代表的な１０洪水を選定して，算出されている（乙３３５号証２３．２４

頁）。さらに平成２３年の「６．３」については，昭和１１年～平成１９

年までの７２年間において流域平均３日間雨量が１００ｍｍ以上の６２洪水

について，八斗島地点の実測流量（氾濫やダム調節を考慮）と実績降雨（八

斗島上流流域平均３日間雨量）の関係から流量規模の大きな洪水群（１０洪

水）のうち八シ場ダム建設事業の検証に係る検討における複数の治水対策案

の検討で用いた８洪水を選定し，算出されている（乙３３１号証４頁）。こ

のように，関東地方整備局はそれぞれの再評価時点において，対象洪水の選

定の見直しや氾濫区域の資産価値の時点修正などを行った上で最新の知見を

取り入れて検討したものであり，何ら問題はない。

なお，控訴人らは，最近６０年間で最大の洪水は１９９８（平成１０）年

洪水であり（八斗島基準地点ピーク流量９２２０㎡／秒），洪水痕跡水位

（最高水位の痕跡の調査結果）を見ると，利根川・江戸川本川の左岸・右岸

のほとんどの区間では，痕跡水位は堤防の天端から４～５ｍ下になっており，

利根川で必要な堤防の余裕高は２ｍであるから，過去６０年間で最大の洪水

でも，十分な余裕をもって流れている旨主張しているが，１９９８（平成１

０）年洪水では洪水漏水，堤防陥没，河岸被害が多数発生しており（乙２８

４号証１７頁），決して余裕もって流れたとはいえないのである。

ちなみに昭和２２年９月に発生したカスリーン台風による堤防の被害状

況は，表２のとおりである。
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表２カスリーン台風による破堤被害一覧表（直轄区間における被害延長と被害箇所数）

（出典：カスリーン台風の被害（関東地方整備局ホームページ。乙３３６号証２枚目））

このように，カスリーン台風時には，利根川水系全体で堤防の破堤がかな

りの延長・箇所で発生し，甚大な被害が発生したのである。

控訴人らは，このような昭和２２年９月のカスリーン台風による洪水被害

の事実には触れずに，最近６０年間で最大の洪水でも十分な余裕をもって流

れているとし，あたかも利根川は余裕を持っているような主張をしているが，

利根川本川及び支川ではカスリーン台風（昭和２２年），アイオン台風（昭

和２３年ルキテイ台風（昭和２４年）と３年連続で洪水被害に見舞われて

おり（乙２８１号証２－２６頁），また，被控訴人ら準備書面（２）第１の

１（２）（７頁）及び３（２７頁）に述べたとおり，茨城県では利根川支川の

小貝川が利根川からの逆流の影響により昭和２５年及び５６年に破堤してお

り（乙１９号証の１の２６８頁，乙２８１号証２－２３頁），最近６０年間

で利根川本川で破堤がないから今後もないなどとは決していえないことは明

らかである。最近の例をみても，平成２３年３月の東日本大震災の甚大な被

害，同年７月の新潟福島豪雨，同年９月の台風１２号及び台風１５号や平成

２４年の九州北部豪雨など，国内では毎年大きな自然災害に襲われ多くの人

命が失われており，自然災害に強い国土づくりや防災意識の向上の必要性が

問われるなかで，国が目標として掲げる利根川の治水安全度を下げるが如き

▲
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河)||名
利根川

上流

利根川

下流
江戸川 烏川 渡良瀬川 鬼怒川 計

破堤被害

状況

650ｍ

2箇所

2,650ｍ

４箇所

100ｍ

1箇所

242ｍ

1箇所

Ｌ750ｍ

１３箇所

500ｍ

3箇所

5,892ｍ

２４箇所



の主張を繰り返す控訴人らの主張は，危機管理意識の欠如した全く無責任極

まりないものである。

いずれにしても，控訴人らの主張は失当である。

以 上

●

可
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